
処理場施設統廃合による再構築の重要性

改築更新を含む再構築時代の到来と言われて久しいですが、

下水処理場は2021年度末には全国約2,200か所のうち、機械・

電気設備の平均的な標準耐用年数15年を経過した施設が約

2,000か所（全体の約90％）となりました。そのような中、現在で

は対処療法的な維持管理から脱却した、ストックマネジメント

支援制度を活用した計画的な処理場施設の改築更新事業が

進められています。

一方で、昨今の下水道事業全体の問題として、人口減少に

よる処理水量や使用料収入の減少、技術職員の減少といった

様々な課題も顕在化してきています。結果として、下水処理場

では当初計画規模に対して余剰施設が増えることも想定され

ます。そこで、再構築施策として、下水道施設のみならず集落

排水施設やし尿処理施設を含む施設統廃合を手法とした再構

築事業の重要性がますます高まっています。

期待される効果

処理場施設統廃合により期待される効果として以下が挙げら

れます。

処理場施設統廃合の形態

図1 処理場施設統廃合の必要性

汚水処理施設の統廃合の形態には、集約化・共同化等の

パターンが考えられます。このため、各団体の地域特性等に

応じた検討が必要です。

図2 処理場施設統廃合の形態（一例）

表1 処理場施設統廃合により期待される
定量的・定性的な効果

出典：国土交通省「広域化・共同化計画策定マニュアル （改訂版）」

処理場施設統廃合検討のフロー

図3 処理場施設統廃合検討のフロー

当社で処理場施設統廃合を検討する際は、既存施設の性能

評価、各種事業計画（ストックマネジメント計画、耐震耐水化計

画）を総合的に把握した上で、最適な統廃合時期を設定し、事

業全体のロードマップを作成していきます。

■現状把握と将来予測
・既存施設の状況把握（ストックマネジメント計画、地震対策計画、事業計画等）

・運転状況等の把握（処理状況、維持管理費）

・汚水量予測（長期的な将来予測）

■統廃合検討
・統廃合施設の設定（統廃合施設の選定、ブロック化）

・統廃合形態のケース設定（汚水処理の統廃合、汚泥処理の集約化等）

・既往処理施設の性能評価

・統廃合後の必要処理能力、改造・増設の必要性検討

・各ケースの比較検討（経済性・維持管理性・施工性・事業の優先度等）

■施設整備計画
・統廃合により必要となる施設計画（ストックマネジメント計画、耐震化耐水化
対策等を考慮）

・段階的整備計画

・事業スケジュールの設定（統廃合の最適時期の設定、ロードマップの作成）

・⼈⼝減少等による処理⽔量の減少
・下⽔道使⽤料収⼊の減少
・多くの施設の維持管理費・改築更新費の負担
・今後必要となる改築更新事業の財源確保

下⽔道事業を将来にわたり継続するために、
経営の健全化・安定化が必要

処理施設統廃合による下⽔道事業のスリム化が必要

単独公共処理場
流域下⽔処理場 集落排⽔施設
単独公共処理場 し尿処理施設
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